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1．本事業の概要

2
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1. 本事業の概要
①本検討会の進め方

中
小
企
業
事
業
者
デ
ー
タ

情
報
共
有
ル
ー
ル
の
あ
り
方

検
討
テ
ー
マ

 Step1.既存データの棚
卸調査

 Step2.ニーズ調査

－

 Step1.既存事例に基づ
く論点の抽出

 Step2.利活用シーンご
との論点の抽出

 Step3.各論点に基づく
「考え方」の検討

 情報共有ルールのあり
方のとりまとめ

 今後のアクションの
確認

－－

 Step3.データ項目の
検討

 Step4.妥当性確認

 Step5.実現性評価

 中小企業事業者データ
の特定

第1回検討会
（9/28）▼

第2回検討会
（12/14）▼

第3回検討会
（1/30）▼

第4回検討会
（3/11予定）▼

4月

前回までに、中小企業支援プラットフォームの主な利活用と想定する「①ワンスオンリー」「②リコメンデーション」「③蓄積

されたデータの有効活用（データ分析・EBPM等）」で必要と考えられるデータ項目を「中小企業事業者データ」として特定

し、それら情報の共有ルールのあり方策定に向けて論点を抽出した。

本日は、情報共有ルールのあり方策定に向け、それら論点を踏まえた「既存の法令や契約条件内での実現可否」 及び

「今後に向けて別途検討が必要な点」に対する事務局案の妥当性を、 各利活用シーン毎にご検討頂きたい。



© 2019. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.4

第2回検討会において、情報共有ルールのあり方の検討にはユースケースに基づく具体的な検討が必要との示唆をい

ただいた。そのため、第3回検討会においてユースケースを具体化するにあたり、プラットフォームの利用者と利用する

データソースの観点からユースケースを分類し、以下の2つのスコープに分けて検討を行う。

 Scope1： 「行政執行機関が保有するデータ」を「行政執行機関で活用する」ケース

⇒ 「ワンスオンリー」「リコメンデーション」「蓄積されたデータの有効活用」に関して、

（1）既存の法令・契約条件内での実現可否と （2）別途検討が必要な点について検討を行う。

 Scope2： 「行政執行機関のデータ」を「民間で活用する」、または「民間のデータ」を「行政で活用する」ケース

⇒ 検討が広範囲にわたるため、（1）想定される利活用シーンの検討と（2）新たな論点の整理を行う。

1. 本事業の概要
②検討スコープ

Scope1
（行政執行機関を中心としたデータの利活用）

Scope2

PFの利活用シーンの範囲

データソースの範囲

ワンスオンリー リコメンデーション

蓄積されたデータの有効活用

Scope2

官による民間データの活用

民
間
で
のPF

活
用

民
間
事
業
者
等

支
援
者

（
支
援
機
関
・
士
業
）行
政
執
行
機
関

行政執行機関
支援者

（支援機関・士業）
民間事業者等
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2．中小企業支援プラットフォームにおける
利活用シーン別の情報共有の考え方
（Scope1）

5
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2．中小企業支援プラットフォームにおける利活用シーン別の情報共有の考え方
①ワンスオンリー

6

※ 中小企業庁の既存の契約ルールの他に、PFと仕組みが類似する
「情報銀行（詳細後述）の認定基準」も参照する想定

情報共有の考え方（案）

 本利活用シーンは、基本的に事業者（または支援者）から

事前同意を得たデータのみを利活用する。

 したがって、既存の法令や契約条件（※）に基づいた

ルール内で、データの利活用が可能と考えられる。

 尚、PFで管理するデータは情報公開請求の対象となる

可能性がある。

1

2

ユースケース

前提
• ワンスオンリーで利用するデータ（ソース）は、利用者である事業者/支援者

（支援機関・士業）に選択させることで、データ利用の同意を取得する。
• 電子申請は、PF以外のシステムで行う。

個 人 営業秘個人情報 営業秘密

個人情報・営業秘密 PFの著作物

第三者からの取得
あり（行政執行機関、
支援者）

―PFでの管理 あり

PFでの加工 なし

第三者への提供 なし なし

1

2
✔ e-Tax
✔ 補助金システム

・・・・

登録・連携データ管理

（5）電子申請

個 人 営業秘

（1）データの登録

e-Tax

連 携

補助金
システム

認定支援
機関

PF登録データ

（2）連携する
データソースの選択

＋

（4）ワンスオンリーで
利用するデータの取得

個 人

個 人 営業秘

1

1

1

2

（3）データ
の連携

【凡例】

中小企業支援PF 事業者（中小企業・小規模事業者・個人事業主） 支援者（支援機関・士業） 支援機関

中小企業庁 行政執行機関

個 人 営業秘
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2．中小企業支援プラットフォームにおける利活用シーン別の情報共有の考え方
②リコメンデーション（経営診断）

7

情報共有の考え方（案）

 本利活用シーンでは、基本的に事業者から

事前同意を得たデータのみを利活用する。

 したがって、既存の法令や契約条件（※）に基づいたルール

内で、データの利活用が可能と考えられる。

 尚、PFで管理するデータは情報公開請求の対象となる可能

性がある。

1

2

ユースケース

前提

• リコメンデーションで利用するデータ（ソース）は、利用者である事業者に事前
に同意を得たうえで、取得する。

• 経営診断において他の事業者のデータは利用しない。
• 診断結果の著作権について、中小企業庁は主張しない。

（1）財務情報を含めた
詳細な経営情報
の追加登録

追加データの
登録管理

（1’）支援で聴取した
経営情報

の代理登録

 経営状況の確認
 補助金利用時の財務状況シミュレーション 等

個 人 営業秘

既に登録・連携されて
いるデータ

（2’）リコメンデーション

経営診断・分析

個 人 営業秘

1
2

3

54

診断分析結果の
登録・管理

個 人 営業秘

2

【凡例】

中小企業支援PF 事業者（中小企業・小規模事業者・個人事業主） 支援者（支援機関・士業）

（経営者）

（2）リコメンデーション

（3’）リコメンデーション

個人情報・営業秘密 PFの著作物

第三者からの取得 あり（支援者）

―PFでの管理 あり

PFでの加工 あり

第三者への提供 あり（支援者） あり（支援者）

1

2

3

54

※ 中小企業庁の既存の契約ルールの他に、PFと仕組みが類似する
「情報銀行（詳細後述）の認定基準」も参照する想定

3 4

個 人 営業秘個人情報 営業秘密
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2．中小企業支援プラットフォームにおける利活用シーン別の情報共有の考え方
②リコメンデーション（情報提供）

8

情報共有の考え方（案）

 本利活用シーンでは、基本的に事業者から事前同意を得た

情報のみを利活用する。

 したがって、既存の法令や契約条件（※）に基づいた

ルール内で、データの利活用が可能と考えられる。

 尚、PFで管理するデータは情報公開請求の対象となる可能

性がある。

 ただし、第三者からの同意取得方法については、

今後に向けて別途検討していく必要があると考えられる。

2

1

ユースケース

取得データの匿名化

前提

• リコメンデーションで利用するデータ（ソース）は、利用者である事業者に事前
に同意を得たうえで、取得する。

• リコメンデーションにおいては、他の事業者のデータ（アクティビティログ等）を
利用する。

（3）アンケート登録（ユーザー属性等）
サイトアクセス、
お気に入り登録

（1）事業者の
申請情報等の登録

 最適な支援制度や事例情報等の確認

（2）サイトアクセス、
お気に入り登録

匿名データ管理

リコメンドコンテンツ
生成

個 人

営業秘
取得データ管理

（アクティビティログ含む）

【凡例】

中小企業支援PF 事業者（中小企業・小規模事業者・個人事業主） 支援者（支援機関・士業） 行政機関

（4）リコメン
デーション

1
個 人

営業秘
1

（第三者）

個人情報・営業秘密 PFの著作物

第三者からの取得
あり（行政執行機関、
支援者、第三者の事業者）

―PFでの管理 あり

PFでの加工 あり

第三者への提供 なし なし

1

2

3

※ 中小企業庁の既存の契約ルールの他に、PFと仕組みが類似する
「情報銀行（詳細後述）の認定基準」も参照する想定

取得データの匿名化

個 人 営業秘

2 3

1
3

3

個 人 営業秘個人情報 営業秘密



© 2019. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

2．中小企業支援プラットフォームにおける利活用シーン別の情報共有の考え方
③蓄積されたデータの有効活用

9

情報共有の考え方（案）

 尚、PFで管理するデータは情報公開請求の対象となる可能性

がある。

 本利活用シーンでは、

行政執行機関や支援者（支援機関・士業）が保有する情報

（事業者から事前同意を得ていない）情報を利活用する

ケースも考えられる。

 したがって、事前同意を得ずに個人情報等を活用する場合は、

既存法令内で対応することは困難となる。

 データの匿名化や統計化の方法については、今後に向けて別

途検討していく必要があると考えられる。

1

4

2

ユースケース

前提

• 利用するデータ（ソース）は、利用者である事業者の事前同意が得られない
ケースも想定する。

• 現状把握や傾向分析・シミュレーションの結果は、匿名加工データ、
または統計データとする。

• 分析結果の著作権について、中小企業庁は主張しない。

【凡例】

中小企業支援PF 支援者（支援機関・士業） 中企庁

（1）申請事業者情報
補助金等の執行状況

データ管理

 傾向の確認
 政策効果の評価・分析
 EBPM 等

 現状把握

 政策効果の評価・分析
 経営指導への活用等

傾向分析・
シミュレーション

11
2

3

4

（1’）事業者の申請事業者情報
補助金等の執行状況

 現状把握

個人情報・営業秘密 PFの著作物

第三者からの取得
あり（中小企業庁、
行政執行機関、支援者）

―PFでの管理 あり

PFでの加工 あり

第三者への提供 なし あり（支援者）

1

2

3

4

個 人 営業秘

3

個 人 営業秘個人情報 営業秘密
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情報銀行（情報利用信用銀行）とは、PDS（Personal Data Store）等のシステムを活用して個人のデータを管理するとと

もに、個人に代わり妥当性を判断のうえ、データを第三者（他の事業者）に提供する事業であり、想定される中小企業支援

PFの利活用シーンに類似している。

2．中小企業支援プラットフォームにおける利活用シーン別の情報共有の考え方
【参考資料】情報銀行の仕組み

10

参考：内閣官房IT総合戦略室「AI、IoT時代におけるデータ活用ワーキンググループ 中間とりまとめの概要（平成29年3月）」に基づいてDTCにて作成

事業者A

事業者B

事業者C

個人に関する
データ

個人に関する
データ

個人に関する
データ

PDS

個 人

情報銀行

預託

便益

事業者D

事業者E

事業者F
便益

事業者AとBの
データを提供

※本人には便益が還元されず、社会全体にのみ便益が還元される場合もある

 個人データの管理
 データの第三者提供

 事業者から直接、または
間接的に本人に還元（※）

 データ活用に関する
契約等

 個人の指示、または予め指
定した条件に基づき判断

×妥当性なし

〇妥当性あり
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3．蓄積されたデータのさらなる有効活用に関する
情報共有のあり方
（Scope2）

11
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中小企業支援PFは、中小企業・小規模事業者・個人事業主（以下、事業者）、中小企業庁、及び支援者間での利活用だ

けでなく、様々な行政執行機関、民間事業者等における利活用が想定可能である。（※1）

3．蓄積されたデータのさらなる有効活用に関する情報共有のあり方
①中小企業支援PFにおいて想定される利活用シーン例

行政執行機関 民間事業者等

※1 有識者及び関係者へのヒアリングをもとに、事務局にて整理。関係者及びその利活用シーンを可視化することを目的としており、一部関係者について重複あり。
※2 中小企業支援PFに情報を提供している事業者（会員事業者）と、情報を提供していない事業者（非会員事業者）について、個別に検討する必要あり。

： 利活用シーン一覧（別紙）の管理番号に対応

中小企業庁

他省庁

地方自治体

支援者
（支援機関・士業）

非営利団体
（NPO等）

民間調査会社

研究機関

大企業 金融機関 その他

事業者事業の広報/営業
報告業務の電子化

事業者間の
ビジネスマッチング

事
業
者
間
の

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ

事
業
者
の

資
金
ニ
ー
ズ
の
把
握

事業者間の
ビジネスマッチング

事業者

共有された
事業者情報に
基づく政策立案

支援事業の
審査効率化

支援事業の審査効率化

信用力評価
の効率化投融資計画の

立案

調査協力の
オンライン完結

ワンスオンリーのユーザー拡大

監督業務
の電子化

1

報告業務
の電子化

2

3

14

報告業務
の電子化

6 10

8

10

7 10

11

14

技術マッチング13

12

1615

4

事業の広報
/営業

5

支援事業の
審査効率化

14

※2

リコメンデーションのユーザー拡大9
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自己データ提供

管 理

個 人 営業秘

加 工

XX
システム

民間
データデータの

連携

1

1
2

A
ex. 事業者間のビジネスマッチング

3
自己データ

13

データの利活用パターンは、データの取得元と提供先に応じて以下4パターンに分類することができる。

3．蓄積されたデータのさらなる有効活用に関する情報共有のあり方
②データ利活用パターンとその留意点

中小企業支援PFの
ユーザー

第三者中小企業支援PF

 ユーザーから情報を取得する時点では、

利用目的や利用範囲（提供先となる

第三者）を特定することが困難。

ex. 提供先がPFにユーザー登録していない
研究機関や民間調査会社となるケース

 不特定多数に提供されたデータ

について、返還や削除を求めることが

困難となる。

ex. 提供先がPFにユーザー登録していない
事業者であり、かつ加工していないデータを
提供するケース

 一部のサービスについては、

有償提供とする可能性がある。

ex. Scope1以外のサービスを提供するケース

 PFに連携される民間データの

利用範囲が事前に限定できない。

ex. 加工していないデータを調査・研究目的の
ために公開するケース

1

2

3

4

留意点

自己データ活用

管 理

個 人 営業秘

加 工

XX
システム

民間
データデータの

連携
3

B
ex. ワンスオンリーのユーザー拡大

自己データ

自己及び第三者データ活用

管 理

個 人 営業秘

加 工

XX
システム

民間
データ

データの
連携

3

D
ex. 第三者データを利用したリコメンデーション

4

自己・第三者
データ

第三者データ活用

管 理

個 人 営業秘

加 工

XX
システム

民間
データ

データの
連携

3

4

C
ex. 共有された事業者情報に基づく政策立案

第三者
データ

個 人 営業秘個人情報 営業秘密
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先に示した4つのデータ利活用パターンの留意点を踏まえ、Scope2における利活用シーンを実現するうえでの新たな論

点と対応案を、「民間でのPF活用」と「官による民間データの活用」に関する論点に区別して整理した。

3．蓄積されたデータのさらなる有効活用に関する情報共有のあり方
③情報共有ルールにおける新たな論点

14

法
令
関
連

 ユーザーから情報を取得する時点では、

利用目的や利用範囲（提供先となる第三者）を特定することが困難。

⇒【論点】どのような対応を行えば法令に遵守することができるか。

⇒【対応案】個人情報や営業秘密を第三者に提供しない。

 不特定多数に提供されたデータについて、返還や削除を求めることが困難となる。

⇒【論点】不特定多数に提供されてもよいデータとは何か。

⇒【対応案】事業者の個別の判断に任せる。

 一部のサービスについては、有償提供とする可能性がある。

⇒【論点】どのサービスを有償とすべきか。

⇒【対応案】Scope2のサービスは有償とする。

契
約
関
連

PFの利活用
シーンの範囲

データソース
の範囲

官による民間データの活用

民
間
で
のPF

活
用

Scope1
（行政執行機関を中心
としたデータの利活用）

Scope2

Scope2

 PFに連携される民間データの利用範囲が事前に限定できない。

⇒【論点】データ共有の際に、どのような契約を締結しておくべきか。

⇒【対応案】利用可能な事業者を限定する（例：有償ユーザーに限定する）。

契
約
関
連

1

2

3

4
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次回「第4回検討会」は2019年3月11日（月）14：00～16：00に開催予定。

4. 今後のスケジュール

中
小
企
業
事
業
者
デ
ー
タ

情
報
共
有
ル
ー
ル
の
あ
り
方

検
討
会
の
テ
ー
マ

第1回 第2回 第3回 第4回

9月28日 12月14日 1月30日（本日） 3月11日（月）予定

• 中小企業・小規模事業
者のデータ利活用に
関する調査の概要説明

• 検討課題の整理・議論

－ • 情報共有ルールの論点
確認

• 今後検討すべき主要論
点の見極め

• 主要論点の集中的な
議論

• 情報共有ルールの
あり方のとりまとめ

• 今後のアクションの確認

－－• 中小企業事業者データ
の特定
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